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普及啓発活動 令和7年度事業概要
近畿地域

⚫ 令和6年度の気候変動影響の適応に関する企業研究会では、「緩和策と適応策の一体的推進」や「自然資
本・生物多様性を含めた統合的な経営判断」の重要性が確認された。一方で、気候変動の影響はより顕在
化・深刻化しており、特に猛暑の常態化や自然災害の激甚化、サプライチェーンの不安定化など、企業経
営に直接的な影響を及ぼす事象が増加している。

⚫ また、令和7年6月から職場における熱中症対策が義務化されるなど、制度面での対応も進展している。加
えてSSBJ（サステナビリティ基準委員会）によるサプライチェーン開示基準の公表を背景に、企業には自
社単独ではなく、サプライチェーン全体を視野に入れたリスク把握と対応が求められるようになっている。

⚫ このため、令和7年度は①企業における気候変動適応の「現在地」の把握、②熱中症対策を中心とした実効
性ある適応策の推進、③サプライチェーンを通じた適応の展開、以上３つを主なテーマとして実施した。

【開催済】気候変動影響の適応に関する企業研究会の開催
①研究会会員企業等を対象としたアンケートの実施（約30社配布・8社回答）
②研究会の開催（令和7年12月2日）（会員企業5社参加・オブザーバー1団体参加）
【要旨】
⚫ 多くの企業で、方針策定や適応策の実施、情報開示対応まで一定程度進展しており、気候変動適応は「追

加的な環境施策」ではなく、経営上の前提条件として位置づけられつつある。
⚫ リスクとしては、暑熱による従業員の健康被害や労働生産性低下、自然災害による事業中断、法規制強化

への対応が強く認識されている。一方で、新たな製品・サービス需要の拡大やブランド価値向上など、機
会として捉える動きも見られた。

⚫ 熱中症対策については、報告体制整備や教育など基本的な対応は進んでいるものの、現場特性に応じた運
用改善や効果検証、コスト面への対応が課題として挙げられた。熱中症対策は、健康確保のみならず、生
産性維持や人材確保にも直結する重要な適応策であることが共有された。

⚫ また、サプライチェーンについては、排出量削減や環境配慮の要請に加え、自然災害リスクや事業継続能
力の把握など、リスク共有と共創の視点が重要との意見が示された。取引先との対話や段階的な取組推進
が有効である一方、運用面での課題も残されている。

⚫ 全体として、緩和策と適応策を一体的に捉え、経営戦略と結び付けて推進していくこと、さらに企業間の
対話や相互学習を通じて取組を深化させていくことの重要性が改めて確認された。



普及啓発活動 企業アンケート結果①
近畿地域
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１．調査概要
⚫ 令和6年度の研究会では、緩和策と適応策を経営戦略の中で一体的に推進していくことの重要性が確認され

るとともに、自然資本や生物多様性を含めた統合的な対応の必要性が示された。
⚫ 一方、近年は猛暑の常態化や自然災害の激甚化など、気候変動の影響がより顕在化しており、企業活動へ

の直接的な影響が拡大している。特に、令和7年6月から職場における熱中症対策が義務化されるなど、制
度面での対応も進展している。また、SSBJ（サステナビリティ基準委員会）によるサプライチェーン開示
基準の公表を背景に、自社のみならずサプライチェーン全体を視野に入れたリスク把握と対応が求められ
ている。

⚫ このため、令和7年度は①企業における気候変動適応の「現在地」の把握、②熱中症対策をはじめとする実
効性ある適応策の推進、③サプライチェーンを通じた適応の展開、以上３点を主なテーマとして研究会の
基礎資料とするため、アンケート調査を行った。

調査期間 令和7年10月2日～12月1日

調査対象 • 「気候変動影響の適応に関する企業研究会」会員企業
• 令和6年度 事業者向けセミナー及び人材育成研修体験会 参加企業（約30社）

調査方法 Eメールによる送付・回収調査項目

調査項目 • 気候変動影響への対応段階（取組状況）
• どのような気候変動影響を「リスク」及び「機会」として捉えているか
• 熱中症対策の取組状況
• 従業員やサプライチェーンにおける人材育成・普及状況
• サプライチェーンを通じた取組状況（緩和策を含む）
• 気候変動適応策推進における課題
• 研究会で把握・共有したい最新動向

回収結果 8社から回収



普及啓発活動 企業アンケート結果②
近畿地域

２．調査結果
（１）気候変動影響への対応段階（複数回答）
⚫ 「気候変動適応に取り組む目的（方針）を明確にする」、「優先的に取り組むべき課題を特定する」、「適

応策を実施する」、「TCFD／ISSB等の外部報告や情報開示に対応している」が75.0％で最も多い。
（２）どのような気候変動影響を「リスク」として捉えているか（複数回答）
⚫ 「暑熱環境による従業員の健康被害や労働生産性の低下」と「法規制強化や対応コスト増大」が62.5％で最

も多い。
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１．気候変動適応に取組む目的（方針）を明確にする

２．気候変動適応の取組を実施する範囲や時間フレーム（いつ

の時点までの将来を考慮するか）を明確にする

３．実施体制を明確にし、経営者(経営層)を巻き込む

４．気候変動による影響（リスクと機会）を整理する（これま

で、将来）

５．優先的に取組むべき（詳細に評価し、必要に応じて対応措

置を実施する必要がある）課題を特定する

６．適応策を選定する

７．適応策を実施する

８．計画された適応策の進捗状況とその効果について定期的に

確認し見直しを行う（定期的なレビュー）

９．新たな予測情報に基づく、適応策の定期的な見直し

10．TCFD／ISSBなど、外部報告や情報開示に対応している

11．サプライチェーン全体を含めた適応策を検討している

12．その他

13．取り組んでいない

気候変動影響への対応段階 (%)
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１．自然災害の増加（台風・豪雨・洪水・土砂災害など）によ

る事業中断

２．暑熱環境による従業員の健康被害（熱中症など）や労働生

産性の低下

３．感染症・アレルギーの拡大による健康リスク

４．原材料調達・物流の途絶、サプライチェーンの混乱

５．エネルギーや水資源コストの上昇、資源制約

６．製品・サービスの需要減少や品質劣化

７．人材確保難や人手不足の深刻化

８．法規制の強化や規制対応コストの増大

９．国際的な規制や市場の変化による影響（海外事業や貿易へ

の影響など）

10．社会的評価の低下（取引先・投資家・顧客からの要請）

11．その他

どのような気候変動影響を「リスク」として捉えているか (%)
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２．調査結果
（３）どのような気候変動影響を「機会」として捉えているか（複数回答）
⚫ 「暑さ・災害対応等に資する製品・サービス需要の拡大」と「競合との差別化」が50.0％で最も多い。
（４）経営課題への影響認識（複数回答）
⚫ 「事業継続計画（BCP）の整備」に大きな影響があるとする回答が最も多かった。また、「従業員の健康・

安全確保」、「顧客ニーズや市場変化への対応」、「ブランド価値・企業イメージ向上」についても多く
の企業が影響を認識している。気候変動が幅広い経営課題に直結している状況がうかがえる。
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１．暑さ・災害対応、資源量の変化、病害虫対応、健康・安全

など、新しい製品・サービスの需要拡大

２．海外市場・新分野への展開の可能性（画像IoT、コンサル

ティング事業等）

３．国際的なルールや規制を先取りすることでの競争優位確保

４．省エネ・省資源対応によるコスト削減

５．健康・安全に配慮した職場づくりによる従業員満足度や採

用力の向上

６．競合との差別化（BCP対応、環境対応をアピールすること

で優位性確保）

７．投資家・顧客からの信頼やブランド価値の向上

８．公的支援・補助金の活用機会

９．ESG投資やグリーンファイナンスによる資金調達機会

10．カーボンクレジット等を活用した新たな収益機会

11．その他

どのような気候変動影響を「機会」として捉えているか (%)
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人材確保・人材育成（暑熱・災害に対応できる人材の確保や教

育）

従業員の健康・安全確保（熱中症や感染症への対応など）

生産性向上・業務効率化（暑熱・災害リスクを踏まえた働き方

改善）

サプライチェーン安定化（調達・物流への自然災害リスク対

応）

コスト削減（エネルギー・資材・災害対応コストの削減）

新規事業・製品・サービス開発（暑熱・災害に対応した商品・

サービス）

顧客ニーズや市場変化への対応（安心・安全志向の高まりへの

対応）

ブランド価値・企業イメージ向上（環境や安全への配慮を含

む）

法規制対応・コンプライアンス強化（安全衛生・災害対応に関

する規制）

DX（デジタル化）推進（リモートワーク・災害時対応の強化）

グローバル展開・海外事業対応（海外拠点の気候・災害リスク

対応）

事業継続計画（BCP）の整備

上記以外の取組について具体的にご記入ください

経営課題への影響認識（複数回答）

１．大きな影響がある ２．ある程度影響がある ３．ほとんど影響がない ４．わからない 不明・無回答
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２．調査結果
（５）熱中症対策の取組状況（複数回答）
⚫ 「報告体制の整備」と「従業員への教育・啓発」が87.5％で最も多い。「発症時の対応手順整備」も

75.0％となっている。
（６）サプライチェーンにおける取組（複数回答）
⚫ 「取引先に協力を依頼し、データ収集・見える化を進める」が75.0％で最も多い。「素材の見直し」や

「再エネ導入支援」も6割以上となっている。
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１．算定方法の確立や見直し

２．取引先に協力を依頼してデータを収集・見える化を進める

３．排出量の多い工程（ホットスポット）の特定

４．製品の軽量化・コンパクト化

５．素材の見直し（グリーン調達、リサイクル性向上）

６．省エネ性能の向上（カーボンフットプリント活用、最新技

術導入など）

７．モーダルシフトや輸送方法の見直し

８．EV・燃費改善車両の導入

９．取引先とのオンライン会議活用による出張削減

10．経営理念や方針の共有による取引先との連携強化

11．取引先への省エネコンサルティングや調査・支援

12．再エネ導入の補助や情報提供

13．排出量の見える化サービスの提供や、削減に貢献した取引

先へのインセンティブ付与

14．人材育成や専門人材の派遣

15．取引先の見直し（選別・切替えなど）

16．自社・取引先を含めた取組の対外的PR（TCFD、CDP、SBT等

への対応）

17．その他

サプライチェーンにおける取組 (%)
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１．作業環境のモニタリング（WBGT計や気温の測定・記録）

２．熱中症が疑われる場合の報告体制を定め、周知している

３．熱中症発症時の対応手順を定め、周知している（離脱、冷

却、医療対応、緊急連絡先等）

４．作業環境の改善（休憩所・冷房設備・日よけ等の整備）

５．勤務時間・作業スケジュールの調整（暑熱時の屋外作業の

回避・分散、柔軟な勤務時間など）

６．従業員への教育・啓発（研修、ポスター、Eラーニング

等）

７．健康管理体制の強化（体調チェック、産業医の関与、相談

窓口など）

８．熱中症対策のための装備（空調服、冷却ベスト、給水設備

など）の導入

９．バディ制やウェアラブル端末など、従業員同士や機器によ

る見守り体制の導入

10．外部機関との連携（産業医、医療機関、専門事業者への委

託など）

11．その他

12．特に取組を行っていない

熱中症対策の取組状況 (%)
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２．調査結果
（７）従業員やサプライチェーンの人材育成（複数回答）
⚫ 「学習機会の提供（研修会、eラーニング等）」が87.5％で最も多く、次いで「情報提供」が62.5％であっ

た。
（８）気候変動適応策を進めるうえでの課題（複数回答）
⚫ 「社内の人材・専門知識の不足」、「将来予測の不確実性」、「既存業務との優先順位付けの難しさ」が

37.5％で最も多い。
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１．学習機会の提供（研修会の開催、ｅラーニングの導入な

ど）

２．情報提供（社内報・イントラ・ニュースレターなどによる

情報発信）

３．体験型・参加型の学習機会（ゲーム型研修、ワークショッ

プなど）

４．実務を通じた学習（OJT、プロジェクト参画など）

５．取引先・協力会社との共同研修・情報共有

６．社外専門家や団体との連携（外部講師の活用、研究機関・

NPOとの協働など）

７．資格取得や外部専門研修の支援

８．社内コミュニティやワーキンググループの活動支援

９．体験活動や社会参加の機会（植林、地域保全活動など）

10．その他

11．特になし

従業員やサプライチェーンの人材育成 (%)
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１．経営層の理解・関心が十分でない

２．社内の人材・専門知識が不足している

３．予算・投資余力が不足している

４．具体的に何をすればよいか分からない

５．必要なデータや情報（将来予測、地域のリスクなど）が不

足している

６．将来予測の不確実性が高く、意思決定が難しい

７．社内の関係部門間の連携が不十分

８．既存の業務・事業との優先順位づけが難しい

９．サプライチェーンや取引先との連携が難しい

10．法制度や行政からの支援が十分でない

11．社会的な認知度や顧客からの要請がまだ低い

12．その他

13．特に課題はない

気候変動適応策を進めるうえでの課題 (%)
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１．開催概要
⚫ 気候変動による影響が顕在化・深刻化する中、民間企業における緩和策及び適応策の理解促進と具体的な

取組の推進を目的として、「気候変動影響の適応に関する企業研究会」を開催した。
⚫ 本年度は、事務局による最新情報およびアンケート結果の共有を踏まえ、①緩和策・適応策と経営課題の

関連付け、②熱中症対策の実効性向上、③サプライチェーンへの対応を中心に意見交換を行った。

日時 令和7年12月2日（月）10時～12時

開催方法 Microsoft Teams（オンライン）

プログラム １．開会
２．意見交換／進行：畑中 直樹 氏（大阪大学大学院工学研究科 招聘教員

（環境・エネルギー工学）博士（環境科学））
（１）気候変動に対する緩和策・適応策の最新状況
（２）熱中症対策の現状
（３）気候変動適応策におけるサプライチェーンに対する取組
３．閉会

参加団体数 企業5社
オブザーバー1団体
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２．開催結果（意見交換要旨）
【論点１】気候変動に対する緩和策・適応策の最新状況
⚫ 本論点では、気候変動のリスクや機会を企業の経営課題とどのように関連付けていくかが中心テーマとし

て提示された。
⚫ 参加企業からは、気候変動のリスクと機会を整理したうえで、それらを経営課題と密接に関連付け、経営

戦略の中に組み込んでいるとの具体的な発言があった。
⚫ この発言からも、適応策を単なる環境配慮ではなく、経営判断の一部として扱う動きが進んでいることが

うかがえる。また、緩和策（脱炭素化）と適応策を「両輪」として進める必要があるとの認識も示された。
⚫ 特に、住宅分野においては高断熱化や再生可能エネルギー導入が進められており、これらは脱炭素化の取

組であると同時に、居住環境の快適性向上や暑熱リスク低減にも寄与し得るとの整理がなされた。
⚫ 以上より、緩和策と適応策を切り分けるのではなく、企業の事業内容や製品特性と結び付けながら統合的

に検討していく方向性が共有された。

【論点２】熱中症対策の現状
⚫ 本論点では、令和7年6月から義務化された職場における熱中症対策を踏まえ、義務化対象の対策に加え、

追加的にどのような取組を進めていくべきかが議論された。
⚫ 参加企業からは、施工現場における作業時間帯の見直し（早朝作業へのシフトなど）を検討しているもの

の、近隣住民への配慮など別の制約もあることが共有された。
⚫ また、冷房設備の整った休憩スペースの確保など、現場環境の整備に関する具体例も示された。
⚫ これらの議論から、熱中症対策は単なる制度対応にとどまらず、現場の実情や業務特性を踏まえた工夫が

必要であることが確認された。さらに、熱中症対策は労働環境の確保だけでなく、企業の経営戦略とも関
係するテーマであるとの指摘もあり、健康・安全確保を経営課題の一部として位置付ける視点の重要性が
示唆された。



普及啓発活動 企業研究会の開催③
近畿地域

9

２．開催結果（意見交換要旨）
【論点３】気候変動適応策におけるサプライチェーンに対する取組
⚫ 本論点では、2025年3月に公表されたSSBJサプライチェーン開示基準を踏まえ、企業がどのように対応すべ

きかが議論された。
⚫ 研究会では、Scope3排出量の把握に加え、戦略（トランジションプラン）や物理的リスクを含めたリスク

管理の必要性が示され、サプライチェーン全体を対象とした対応が求められていることが共有された。
⚫ また、参加企業からは、単に目標設定を要請するのではなく、取引先との対話（エンゲージメント）を通

じて取組を進めている事例が紹介された。このことから、形式的な情報開示対応にとどまらず、実質的な
コミュニケーションを通じて取組を広げていく姿勢が確認できる。

⚫ サプライチェーンの範囲や具体的な対応方法については引き続き整理が必要であるものの、排出量管理の
みならず、物理的リスクへの備えを含めた包括的な対応が今後の方向性として示された。
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１．企業における適応の進展と経営との接続
⚫ 令和7年度の企業研究会及びアンケート調査を通じて、近畿地域の企業における気候変動適応の取組は一定

程度進展していることが確認された。
⚫ 多くの企業において、気候変動のリスクや機会を整理したうえで、経営課題と関連付けた検討が進められ

ており、適応策を経営戦略の中に位置付ける動きも見られた。
⚫ 気候変動適応は、単なる環境施策ではなく、事業継続や製品・サービスの競争力、企業価値とも関連する

テーマとして認識されつつある。

２．熱中症対策を契機とした実務レベルでの深化
⚫ 令和7年6月からの職場における熱中症対策の義務化を背景に、健康・安全分野における具体的な取組の状

況や課題が共有された。
⚫ 制度対応に加え、施工現場の特性や地域事情を踏まえた運用面での工夫が議論され、適応策が現場の実務

課題と密接に結び付いていることが改めて確認された。

３．サプライチェーンを通じた取組の拡張
⚫ SSBJサプライチェーン開示基準の公表を背景に、Scope3排出量や物理的リスクを含めたサプライチェーン

全体での対応の必要性が共有された。
⚫ 取引先との対話を通じた取組事例も紹介され、自社単独の対応から、より広域的・連携的な取組へと拡張

していく方向性が示された。

４．今後の課題と方向性
⚫ 企業間の取組成熟度には差があり、専門人材の不足や優先順位付けの難しさといった課題も確認された。
⚫ 今後は、企業の取組段階に応じた具体的事例の共有や、経営層から現場担当者までを対象とした分かりや

すい情報提供の充実、さらに企業間の対話・相互学習の継続が重要である。
⚫ 企業研究会は、こうした取組を支える場として、引き続き重要な役割を果たすことが期待される。
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